




④平成 26 年度全国学力・学習状況調査結果については、全ての教科において、３年連続して全国の平均

正答率を下回っています。特に、小・中学校ともに、全ての学習の基礎ともなる国語で、また、小学校

では算数も含め、大きな課題があります。中学校の数学では一定の改善が見られるものの、全般的に知

識・活用の両面において課題があります。また、児童生徒や学校に対する調査結果において、学力との

相関関係があるとされる「授業での目標の提示と学習内容を振り返る活動」や「学校図書館を活用した

計画的な授業の取組」について、小学校では昨年度と比較しても改善が見られませんでした。 

このような厳しい結果を受け、これまでの学力向上策を検証の上、取組の改善や強化策を検討し、横断

的・一体的に実行していくため、県教育委員会事務局内に「学力向上緊急対策チーム」を 10 月に設置

しました。本チームでは、月１回会議をもち、重点的な取組の進捗管理や情報発信などを行っています。 

⑤「みえスタディ・チェック」を７月に試行し、市町教育委員会等からの意見や要望を踏まえ 10 月から

本格実施しました。今後、実施した市町教育委員会及び学校の取組状況を分析し、各学校での効果的な

活用につなげていくとともに、実施上の課題を踏まえ、来年度、実施回数や実施教科等を変更しつつ内

容の一層の充実を図る予定です。 

⑥実践推進校（100 校）に対して、非常勤講師の配置や授業改善の指導助言を行う学力向上アドバイザー

（５名）を派遣しています。また、実践推進校以外の学校からの学力向上アドバイザーの派遣の要望に

対しても、対応してきました（実践推進校への派遣：延べ 578校、実践推進校以外の学校への派遣：延

べ 81校（12月末現在））。 

⑦授業や家庭学習等で活用できるワークシートを作成し、ホームページへの掲載と活用の働きかけを行い

ました（211本のワークシートを作成：１月 13 日現在）。引き続きワークシートの作成を進めるととも

に、各小中学校での活用を促進する必要があります。 

⑧「第２回科学の甲子園ジュニア」三重県予選大会に、23 校 45チーム 135 名の中学生の参加がありまし

た。今後さらに大会の周知を図り、科学好きの裾野を広げ、探究心や創造性に優れた人材育成の充実に

つなげていく必要があります。 

⑨平成 26年度に、土曜日の授業を実施する（実施予定を含む）市町は 22市町です。今後、土曜日の授業

も含め、放課後や土曜日、長期休業期間を活用し、学校・家庭・地域等の連携の下で、子どもたちの教

育環境の一層の充実を図る必要があります。 

⑩高等学校における基礎的・基本的な学力の定着・向上を図るため、指定校６校による合同研究協議会を

２回開催（５月、７月）し、各校が取り組んでいる学力向上推進策の普及を図りました。2 月には県内

高等学校を対象とした成果報告会を実施する予定です。 

⑪ＭｉｅＳＳＨ指定校（５校）が、大学等と連携した講習会やセミナー、フィールドワーク、最先端技術

の研究を行う施設・研究室等での研修、高校生が企画する小中学生向け理科教室を実施しています（松

阪高校：科学体験講座７回、桑名高校・上野高校：中学生体験講座１回、神戸高校：高校講座各１回）。

より高度な科学技術を探究しようとする科学系人材の育成を目的として、三重県高等学校科学オリンピ

ック大会を開催しました（11 月）。ＭｉｅＳＥＬＨｉ指定校（５校）と国のＳＳＨ指定校（２校）によ

る生徒研究発表会（12月）を実施するとともに、2月には、ＭｉｅＳＥＬＨｉ指定校（９校）と国のＳ

ＧＨ指定校（１校）による生徒研究発表会を実施する予定です。小中学校及び大学等と連携した先進的

な取組を共有するとともに、取組の成果を広く指定校外の学校に普及するため成果報告会を 2月に実施

する予定です。 

⑫第 10 回国際地学オリンピックを目指す生徒を育成するために、三重大学での勉強会（12 月末までに７

回）を実施し、高校生 11名と中学生 14名が参加しました。今後も月１回程度継続して開催します。 

 

 

 



⑬ＭｉｅＳＰＨ指定校（６校）において、技能五輪全国大会へ向けた研修（四日市農芸高校）、課題研究

におけるロボット開発（伊勢工業高校）、大学と連携した高度資格取得対策講座（四日市商業高校）、学

科間が連携した活動（伊賀白鳳高校・相可高校）、商品の知的財産化に関する研究（津商業高校）に取

り組んでいます。また、職業系専門学科 11校を指定し、「専門高校生による小中学生チャレンジ講座」

を実施しています（３校実施中、７校実施済み）。２月には、県内職業学科を対象とした成果報告会を

実施する予定です。 

⑭企業人や大学教授等の講義、大学生や留学生を交えたディスカッションなどを行う「みえ未来人育成

塾」を実施しました（主に夏季休業中に４回実施）。県内の高校生の留学について、長期留学５名（国

費３名、県費２名）、短期留学 54名（国費 45名、県費９名）への支援を内定しました。実践的な英

語使用環境の創出や LEGO ブロックを使用した言語活動、異年齢交流などを行う「英語キャンプ」を

実施しました（小学生 46名、中学生 37名、高校生 40名が参加）。ＳＧＨ指定校において、大学や企

業と連携し、課題設定型学習、英語ディスカッション講座や海外短期派遣等を通じて、グローバル化社

会で主体的に活躍できる人づくりを進めています。この取組の成果を広く県内の学校に普及させる必要

があります。タブレットパソコンの活用による協働学習や双方向型の授業等、創造的な学びの実践を通

じ、高等学校におけるＩＣＴを活用した新たな学びの手法を構築するため、亀山高校においてタブレッ

トパソコンの配置や無線ＬＡＮの整備等を進めました。 

⑮小学校における英語教育については、モデル校の教職員等を対象としたオリエンテーションを実施し、

国の英語教育を巡る動向を説明するとともに、英語指導モデルの構築に向けた取組について指導・助言

を行いました（５月に３市町で実施）。また、年３回モデル校連絡協議会（フォニックスを活用した指

導方法に関する研修（６月 27日）、レゴ社の言語学習教材「StoryStarter」の活用法に関する研修（８

月６日）、「StoryStarter」を活用した研究授業（玉城町立下外城田小学校５年生）（11 月 27 日））を実

施しました。今後、モデル校の取組状況に応じたきめ細かい指導・助言を行う必要があります。 

また、県オリジナルの小学生向け英語音声教材「Joy Joy MIEnglish（ジョイ ジョイ ミーイングリッ

シュ）」（８月作成）を県教育委員会のホームページに掲載するとともに、９月に音声教材のＣＤ及び指

導マニュアルの冊子を全公立小学校に配付しました。教材の活用推進を図るとともに、２月に活用状況

調査を実施します。 

⑯小学校１、２年生での 30 人学級（下限 25 人）、中学校１年生での 35 人学級（下限 25 人）を継続する

ことで、平成 26 年５月１日現在、小学校１年生では 90.5％、２年生では 90.0％の学級が 30 人以下と

なり、中学校１年生では 92.8％の学級が 35 人以下となりました。また、国の加配定数を活用し、引き

続き小学校２年生の 36 人以上学級を解消しました。基本的な生活習慣や確かな学力の定着・向上を図

るため、引き続き、子どもたちの実態や各学校の課題に応じた教員定数の配置に努める必要があります。 

⑰ＮＰＯと連携し、８月１日と 12 月 25 日に「しごと密着体験」を実施しました（県内の延べ 52 の事業

所で、児童生徒 179人が参加）。 

⑱各学校におけるキャリア教育プログラムの策定を支援するために、出前講座を実施するとともに、キャ

リア教育プログラム策定ガイドブックの作成を進めています。今後、学校や地域の実態に応じた体系的

なキャリア教育プログラムの策定が進むよう支援していく必要があります。 

⑲障がいがあると考えられる生徒の就職支援体制を整備するために、県立高等学校の担当者と関係機関の

担当者が相互の取組について情報交換を行う就職支援連携会議を県内３地域で開催しました。今後も、

関係機関と連携を図り、個々の生徒の状況にあった就職支援を進めていく必要があります。 

⑳平成 27 年度全国産業教育フェア三重大会の開催に向けて、地元経済団体等関係者で組織する準備委員

会を開催しました。また、企画や運営に関する検討を進めるため、生徒準備委員会及び教職員で組織す

る幹事会、運営委員会等を開催しました。（準備委員会：５月・３月（予定）、運営委員会：５月、２月

（予定）、生徒準備委員会：７回） 



㉑県立高等学校において、ライフプラン教育の一環として結婚や子育て、妊娠・出産の医学的知識等をテ

ーマにした講演会（延べ 24 校）、保育実習等 11 校）を実施しました。また、家庭生活と家族の大切さ

や家族の役割を考える各教科等の学習活動の充実を図るため、公立小中学校の教員等を対象に、専門的

な知識を有する外部講師による講演会を開催しました（８月 26日、参加者約 100名）。今後は、高校生

向けリーフレットの作成を進めるとともに、公立小中学校の授業等の充実を図るため、研修会等で実践

事例を紹介するなどの取組を実施する必要があります。 

㉒「採用前研修」については、ブレンディング（集合研修と e-Learning による研修を組み合わせて実施

する研修形態）を導入し、事前に知識を習得させ、明確な課題意識を持たせたうえで研修に参加するシ

ステムを構築しました。引き続き、実施に向けて効果的な研修プログラム等について検討を進めます。 

㉓若手教員個々の力量やニーズに応じて選択・受講できる形態をとり、授業づくりや学級づくり、生徒指

導等の基礎的な知識・スキルの向上を図りました。研修での学びが以後の教育実践につながるよう、研

修プログラム等の充実を図る必要があります。 

㉔「生徒指導実践研修」については、「いじめ問題」に関するケーススタディー等、今後の教育実践につ

ながる演習を行い、学級づくりや生徒指導の基礎的な知識・スキルの向上を図りました。研修内容が教

育実践につながるよう、継続的に学んでいく場を設定するなどの工夫が必要です。 

㉕授業づくりの基礎を学ぶ「授業実践研修」については、９月から実施している授業公開実施校（年間の

べ 260校）での研修が、受講者にとって深まりのある学びとなり、子どもたちの学力向上につながって

いくよう、授業研究において「授業での目標の提示と学習内容を振り返る活動」について検証する取組

を進めています。引き続き、効果的な研修プログラム等の充実を図ります。 

㉖「英語指導力向上集中研修」については、英語の実践的指導力や英語力の向上を図るとともに、次につ

ながる意欲の喚起を図りました。研修プログラムが子どもたちの学力向上につながるよう、より実践的

で継続的な取組となるものを検討していく必要があります。 

㉗市町教育研究所等とも連携し、教科指導等さまざまな機会の中で子どもたちの課題解決力やコミュニケ

ーション力の育成が図れるよう、その指導力向上のための研修を実施しました。今後は、アンケート等

によりニーズの把握に努め、より実践的で活用できる内容にしていく必要があります。 

㉘「授業研究担当者育成研修」の実施により、各学校の課題に応じて校内研修を支援し、授業研究担当者

の資質向上と各学校の校内研修の活性化につなげています。今後、さらに、教員一人ひとりの授業改善

につなげていく必要があります。 

㉙県内４地域において地域別研修を実施し、校内研修の活性化を図ることができましたが、県内の各学校

にさらに普及するための工夫が必要です。 

㉚学校・学級づくりのための中核的な人材養成講座において、アクションプランの作成（演習）をとおし

て、組織マネジメントの基礎的な知識・スキルの向上を図りました。今後は、受講者の企画立案力や実

行力がより向上するよう、受講者を支援する必要があります。また、研修内容と受講者の所属校での実

践がよりつながるよう、研修プログラムの充実を図る必要があります。 

㉛「私たちの道徳」及び「三重県 心のノート」の計画的な活用、「私たちの道徳」の持ち帰りの徹底等の

状況を把握するとともに、道徳教育推進会議（７月、市町教育委員会の担当者対象）をはじめ、管理職

セミナー（８月、全小中学校長対象）、教務担当者会議（８月、全小中学校の教務担当者対象）で取組

の充実を働きかけました。また、教材の活用状況等の調査を実施（７月）するとともに、人事監、指導

主事等の学校訪問（６、７月、１２月）による確認と働きかけを行いました。今後は、各学校の実施状

況を踏まえ、持ち帰りの徹底等、改善のための取組を市町教育委員会と連携して進める必要があります。 

㉜小中学校の遠足や社会見学等での三重県総合博物館（ＭｉｅＭｕ）の利用が進んできています。今後、

研修会や会議、人事監、指導主事、研修主事の学校訪問等を通して、教科等の授業と結びつけた活用を

働きかけていく必要があります。 



㉝平成 25 年度に策定した「三重県いじめ防止基本方針」に基づき、県立学校及び各市町におけるいじめ

防止基本方針の策定状況を確認し、公表しました。また、いじめを許さない「絆」プロジェクトの市町

推進校（中学校 29校、小学校 79 校）において、アンケート調査等に基づく児童生徒の実態把握、実態

に応じた対策、その分析などの、ＰＤＣＡサイクルによる取組を進めています。これまでプロジェクト

会議を４回開催し、各校の具体的な取組等の交流を行いました。また、９月には各校の中間チェックシ

ートを作成し、９月以降の取組について見直しを行いました。今後も、さらに専門家による指導助言を

受け、日常の教育実践に生かしていきます。 

㉞暴力件数については、児童間や生徒間の暴力の増加が見られ、特定の児童生徒が暴力行為を繰り返して

行う傾向があり、要請に応じて、生徒指導特別指導員やスクールソーシャルワーカーを派遣しました。

また、児童生徒や保護者の面談の他、事例検討会や校内研修など、各学校の状況に応じて、スクールカ

ウンセラーの活用計画を立て、効果的なスクールカウンセラーの活用に向けて取組を進めています。一

方、小学校段階における不登校やいじめ等の問題行動への未然防止、早期対応を図る必要があります。 

 さらに、いじめや不登校の背景の一つとして、貧困をはじめとする家庭的な要因があげられるため、ス

クールカウンセラーと連携したスクールソーシャルワーカーの活用を促進する必要があります。 

㉟「ネット啓発チーム」による保護者対象の「ネット啓発講座」を要望のあった小中学校 32 校で開催し

ました（対象保護者数 1,995 名）。また、ネット検索については、プロフやブログ、ツイッター等への

書き込みで対応が難しい事案はありませんでした。日々変化を続けるネット問題に対して、最新情報を

取り入れて啓発講座の内容に生かしていく必要があります。 

第１回「ネット検定」に使用する小学校用と中学校用の検定問題を作成して、モデル校（小学校 5校、

中学校 10 校）に配付し、７月初旬から９月初旬までの間に実施しました。また、８月には、ネット検

定に係る教職員向けの指導資料を全ての公立学校に配付し、指導に生かしています。今後は、第２回「ネ

ット検定」を１月下旬から２月上旬に実施し、変容分析等を行っていきます。 

㊱昨年度の体罰報告結果を受けて作成した体罰防止指導資料「体罰の根絶に向けて」等を活用した校内研

修を実施し、コンプライアンス意識等の確立を図りましたが、今後も引き続き、体罰の未然防止や再発

防止を目的とした研修会を行う必要があります。 

㊲子ども支援ネットワーク指定中学校区では、「放課後学習会」や「夏休み地域学習会」、「親子星空ウォ

ッチング」、「漁業農業体験学習」など地域の特色を生かした活動に取り組んでいます。平成 26 年４月

より、新たに 11の中学校区で子ども支援ネットワークが構築され、計 82中学校区で取組を進めていま

す。さらに多くの中学校区に、教育的に不利な環境のもとにある子どもを支援する取組を拡げていく必

要があります。 

㊳三重県高等学校等修学奨学金においては、予約採用（中学３年時に予約）で 199名、通常採用（高校入

学後）で 188名を新たに奨学生として採用し、基準を満たす申込者は全て採用できました。また、緊急

採用でも 9 名を採用し、家計の急変等にも対応できました。平成 26 年４月に施行された「三重県債権

の管理及び私債権の徴収に関する条例」に基づき、債権管理を適正に実施するとともに、真に返還が困

難な状況の返還者に配慮した制度を構築することが必要です。 

㊴公教育の一翼を担う私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービスが充実される

よう、引き続き、私立学校への支援や保護者等の経済的負担の軽減を行う必要があります。 

㊵子ども・子育て支援新制度に係る公定価格の仮単価等が国から示されたことから、６月に私立幼稚園及

び市町を対象に説明会を行いました。移行を希望する私立幼稚園の手続き等が円滑に進むよう、私立幼

稚園や市町を支援する必要があります。 

㊶公立幼稚園教員等を対象とした幼稚園教育研究協議会で、小学校への接続に向けた教育等についての実

践事例の交流を行いました。今後は、幼稚園と小学校が連携した取組が一層充実するよう、「幼稚園カ

リキュラム委員会」での事例提案への指導助言など、引き続き支援していく必要があります。 





⑫三重大学等と連携し、第 10回国際地学オリンピックに参加する生徒を育成するとともに、ポスター等の

配付やシンポジウムの開催により、広く中高生や県民に大会をＰＲします。 

⑬グローバル人材の育成に向けて、高校生の留学、英語キャンプ、英語インセンティブ拡大等の取組の改

善を図ります。留学については、その効果が県内の高校生に波及するよう、留学生による成果発表会を

開催します。また、ＳＧＨ指定校において、大学や企業と連携し、社会的な課題についての討議や課題

設定型学習、英語ディスカッション講座や海外短期派遣等を進めるとともに、得られた取組の成果を県

内の学校で共有します。高等学校におけるＩＣＴを活用した新たな学びの手法を構築するため、研究校

において成果の検証を進めていきます。 

⑭高等学校活性化の一環として、平成 28 年度の名張新高等学校の開校に向けて、施設の改修、設備・備品

の整備、ＩＣＴ機器等の整備、その他開校に必要な整備を進めます。 

⑮子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、引き続きモデル校においてフォ

ニックスやレゴブロック等を活用した小学校における発達段階に応じた英語指導モデルの構築と普及・

啓発を行います。また、全公立小学校に配付した県オリジナルの小学生向け英語音声教材「Joy Joy 

MIEnglish」の活用を促進します。 

⑯小学校２年生以降の学級編制標準の引き下げについて、引き続き国に要望するとともに、子どもたちの

実態や各学校の課題に応じた教員定数の配置に努めます。 

⑰各学校のキャリア教育プログラムの策定を進めるために、キャリア教育プログラム策定ガイドブックを

活用した研修会や出前講座を行います。 

⑱各学校段階を通した体系的なキャリア教育を充実していくために、小中高等学校の連携を進めるととも

に、地域・産業界と協働した取組を推進します。 

⑲高校生の円滑な社会への移行を図るため、関係機関との連携をより一層強め、求人や雇用機会の維持・

拡大を働きかけるとともに、支援の必要な生徒に対する個別の支援を充実します。 

⑳全国産業教育フェア三重大会を開催（平成 27年 10月 31日、11月１日）し、専門高校等の特色ある教育

活動の成果と魅力を全国に向けて発信するとともに、地域や日本の未来を担い、グローバルに活躍する

職業人の育成を図ります。 

㉑ライフプラン教育推進のため、結婚、子育て等について考える機会となるよう、配布した高校生向けリ

ーフレットの授業等での活用を促進します。小中学校においては、家庭生活と家族の大切さや家族の役

割を考える授業づくりに向けて、教員を中心とした研修機会の一層の充実を図る必要があります。また、

公立幼稚園の教員等を対象に、幼児が家族の愛情に気付き、家族を大切にしようとする気持ちが育つよ

うにするため、専門的な知識を有する外部講師を招へいして講演会を開催するなど、少子化対策の一助

となるよう取組を進めていきます。 

㉒新規採用者が教職員としての自覚と情熱をもって教職に就くことができるよう、「学校現場」を想定した

効果的・効率的な研修プログラムを構築します。 

㉓来年度より本格実施となる教職２～３年次研修（スパイラル研修Ⅰ）については、若手教員の教育実践

課題やニーズを把握し、それらを反映させた研修プログラムの構築に努めます。 

㉔若手教員の実践的指導力のさらなる向上を図るため、「授業実践研修」の充実を図ります。 

㉕「英語教育推進リーダー中央研修」（文部科学省）に伴う、すべての小学校教員、中学校及び県立学校の

英語教員を対象とした新たな悉皆研修を計画的に実施します。 

㉖アンケート結果や市町教育研究所等との密接な連携により、さまざまな教育活動の中で子どもたちの「課

題解決力」や「コミュニケーション力」を育成できるよう、研修内容の一層の充実に努めます。 

㉗授業改善に向けた校内研修の活性化が図られるよう、「授業研究担当者育成研修」をより実践的な研修プ

ログラムに改善するとともに、引き続き、校内研修担当者を対象とした研修を各地域で実施し、県内の

学校に研修成果を普及します。 



㉘学校・学級づくりのための中核的な人材を養成するため、受講者の企画立案力や実行力がより向上する

よう、研修プログラムの改善を図ります。 

㉙平成 26 年度の「私たちの道徳」及び「三重県 心のノート」の活用状況を検証し、道徳教育推進教師を

中心とした計画的な活用を推進します。また、市町教育委員会と連携して、学校関係者評価等を活用し

た道徳教育の充実に取り組みます。さらに、国における道徳の時間の教科化に向けた動向を踏まえ、市

町教育委員会に情報提供を行うとともに、実施のための準備を進めます。 

㉚三重県総合博物館（ＭｉｅＭｕ）の授業等での効果的な活用方法を各小中学校に紹介し、博物館の利用

を一層推進します。 

㉛平成26年度の生徒指導実践研修の実施状況を検証し、より実践的な研修プログラムに改善するとともに、

若手教員の抱える生徒指導上の課題に対して支援するシステムを構築します。 

㉜不登校やいじめ等の問題行動の未然防止に向けて、児童生徒の実態把握を基盤としたＰＤＣＡサイクル

による集団づくりの取組を継続していく必要があります。不登校やいじめ等の問題行動への未然防止、

早期対応を図るため、小学校段階からスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用を促

進するための教職員の研修を充実させる必要があります。 

㉝子どもの貧困対策をはじめ、不登校やいじめなどの問題行動に対応するため、国の「スクールカウンセ

ラー等活用事業」を活用することで、本県の学校教育相談体制の充実を図り、スクールカウンセラーの

充実、とりわけ、小学校への配置を拡充するとともに、中学校区単位での配置時間数の調整など、より

効果的な運用を図る必要があります。また、市町教育委員会及び各学校と連携して、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門職員がそれぞれの専門性を生かし、連携してチームで対

応する体制をさらに充実していく必要があります。 

㉞スマートフォン等のネット利用に関する問題について、児童生徒が自ら解決していこうとする力を育成

するために、児童生徒が主体となって討論会等を開催するなど、自ら考え行動することが必要です。ま

た、日々変化を続けるネット問題への対応に向けて、保護者啓発のための「ネット啓発講座」や児童生

徒の情報モラル等の向上を図る「ネット検定」を継続するとともに、ネットの現状を把握するためにネ

ット検索、監視等を引き続き行っていく必要があります。 

㉟今後も、体罰根絶の取組として、校内における体罰防止に係る各種資料を活用した研修の促進や生徒指

導担当者、部活動指導者をはじめとする教職員を対象とした研修会を実施して教職員のさらなる意識の

向上を図る必要があります。 

㊱新たに指定中学校区へ子ども支援ネットワークを構築し、教育的に不利な環境のもとにある子どもを支

援する活動に取り組みます。さらに、市町教育委員会と連携し、指定中学校区の優れた取組をもとに他

の中学校区への子ども支援ネットワークの普及を図ります。 

㊲返還猶予制度に新たな要件（妊娠・出産・産休・育休に関する項目）を設けること等により奨学金事業

を充実させ、進学を希望する中学生や、高等学校・高等専門学校に在学する生徒が経済的理由により進

学や就学を断念することがないよう、安心して学べる環境の整備を図ります。 

㊳幼児教育の義務教育化や無償化等に関する国の動向を注視しながら、引き続き、幼稚園教育の充実

に資する研修会等を開催します。 

 

 

㊴私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービスが充実されるよう、引き続き、

私立学校への支援や保護者等の経済的負担の軽減を行います。 

 

 

 

環境生活部 





⑤高校生学力定着支援事業【基本事業名：22101 子どもたちの学力の定着と向上】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

   当初予算額：(26) ２，５２１千円 → (27) ２，５５３千円 

事業概要：高校生の基礎的・基本的な学力の定着・向上を目的として、モデル校の実態の把握、課題の

明確化を進め、「学び直し学習」のカリキュラム開発や指導法の研究など、課題解決のための

方策や効果的な指導方法を研究し、その成果を他の高等学校にも普及します。 

 

⑥（一部新）「志」と「匠」の育成推進事業【基本事業名：22101 子どもたちの学力の定着と向上】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

  当初予算額：(26) １５，４０５千円 → (27) １２，９７８千円 

事業概要：高等学校における理数教育、英語教育、職業教育の充実を図るため、指定校において、大学・

企業と連携した各種セミナーの開催や三重県高等学校科学オリンピック大会の開催、コミュニ

ケーションを重視した英語教育に関する指導方法の工夫改善、高度な技術習得や資格取得に向

けた指導法の開発、国際科学オリンピックを目指す生徒の支援等に取り組むとともに、それら

の成果をとりまとめ、他の高等学校にも普及します。 

 

⑦小学校における英語コミュニケーション力向上事業 

【基本事業名：22101 子どもたちの学力の定着と向上】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） １０，４１４千円 → （27） ９，８９９千円 

事業概要：子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、引き続きモデル校に

おいてフォニックスやレゴブロック等を活用した小学校における発達段階に応じた英語指導モ

デルの構築と普及・啓発を行います。 

 

⑧フューチャー・カリキュラム実践研究事業【基本事業名：22103 教職員の資質の向上】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ３，３０６千円 → （27） ２，１００千円 

事業概要：小中学校の教科別のプロジェクトチームを設置し、学習指導要領の趣旨及び内容を踏まえた

教科の領域別のワークシートの作成・拡充とともに県内すべての小中学校におけるワークシート

の活用の促進を図り、教職員の授業力向上および児童生徒の学力の向上を図ります。 

 

⑨高校生グローバル教育推進事業【基本事業名：22101 子どもたちの学力の定着と向上】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ４９，７２９千円 → （27） ３０，１１８千円 
事業概要：グローバル化が急速に進展する中、高校生が日本人･三重県人としてのアイデンティティーを

持ちながら、グローバルな視野に立って自らの考えや意見を適切に伝えるとともに、異なる文

化・伝統に立脚する人々と共生できる能力・態度を身につけられるよう、若者のネットワーク

の構築、留学の促進、英語キャンプの開催、ＩＣＴを活用した双方向授業の研究等を進めます。 

 

 

 

 

 



⑩グローバル教育教職員研修推進事業【基本事業名：22103 教職員の資質の向上】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ５ 総合教育センター費） 

当初予算額：（26） ５，０２３千円 → （27） ２，９６７千円 

事業概要：小学校における英語教育の中核となる教員及び中・高等学校の英語教員について、英語教育

推進リーダー中央研修の内容の確実な普及を期すとともに、「グローバル三重教育プラン」に

基づく英語指導力、児童生徒の課題解決力、コミュニケーション力を育成する指導を行うため

の教職員の実践的指導力にかかる研修を実施します。 

 

⑪キャリア教育実践プロジェクト事業【基本事業名：22102 社会に参画する力の育成】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） １５，１２８千円 → （27） １２，９６１千円 

事業概要：就業体験の拡充、社会で活躍する卒業生等による授業の実施、高等学校におけるキャリア教

育プログラムの策定の支援、普通科におけるキャリア教育実践研究及び進学指導の充実等に取

り組み、小中高等学校の各学校段階を通じたキャリア教育の充実を図ります。 

 

⑫高校生就職対策緊急支援事業【基本事業名：22102 社会に参画する力の育成】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） １９，９２７千円 → （27） １８，０７８千円 

事業概要：企業等で管理職や人事部門の経験を有する就職支援相談員等を配置するとともに、関係機関

との連携を一層強め、就職情報交換会の開催や個別の支援が必要な生徒の就職支援、卒業生の

職場定着支援等により、就職を希望する高校生の円滑な社会への移行を図ります。 

 

⑬（一部新）ライフプラン教育総合推進事業【基本事業名：22102 社会に参画する力の育成】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ２事務局費） 

  当初予算額：（26） ３，１３１千円 → （27） ３，１３１千円 

事業概要：幼児、児童、生徒の実態や発達段階に応じて、結婚、子育て等を含めたライフプランや妊娠、

出産の医学的知識等について理解を深めることができるよう、講演会の開催やリーフレットの

配布、幼稚園や保育園での保育実習の充実を図ります。 

 

⑭（新）名張新高等学校創設準備費【基本事業名：22102 社会に参画する力の育成】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） － 千円 → （27） ８３，００５千円 

事業概要：平成 28 年４月に開校する名張新高等学校で必要となる設備・備品の整備や、ＩＣＴ機器等

の学習環境の整備を行います。 

 

⑮（新）全国産業教育フェア実行委員会支援事業【基本事業名：22102 社会に参画する力の育成】 

 （第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） － 千円 → （27） １８，３３０千円 

事業概要：全国の職業系専門学科、総合学科等で学ぶ生徒が一堂に会して、産業教育に係る学習の成果

を発表する全国産業教育フェア三重大会（平成 27年 10月 31日、11月 1日）を開催します。 

 

 

 



⑯教職員の授業力向上推進事業【基本事業名：22103 教職員の資質の向上】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ３ 教職員人事費） 

当初予算額：（26） １６，１３８千円 → （27） １２，１０４千円 

事業概要：教職員個々の専門性やスキルを向上させるとともに、経験年数の異なる教職員が相互に 

学び合う継続的な授業研究を実施し、教職員の授業力の向上を図ります。また、授業研究 

を中心とした校内研修の活性化など学校の組織力向上に向け、中核的な人材の育成に取り 

組みます。さらに、若手教員個々の教育課題に応じた複数年にわたる学びの機会を設定す 
ることで、実践的指導力の向上を図ります。 

 

⑰道徳教育総合支援事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

   当初予算額：（26） ３，４９１千円 → （27） ４，０３５千円 

事業概要：本県のモデル地域として市町教育委員会を指定し、その所管する学校等において、当該事業

の実践的検証及び研究を進めます。また、道徳教育用の教材の活用を推進するため、三重県道

徳教育推進会議等において、道徳教育用の教材の効果的な活用方法も含め、活用事例等を共有

し、道徳教育用の教材の適切な活用について支援します。 

 

⑱スクールカウンセラー等活用事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ２２１，６２６千円 → （27） ２２１，８４６千円 

事業概要：子どもの貧困対策をはじめ、不登校やいじめなどの問題行動等に対応するため、専門的知識

や経験を有する臨床心理士等をスクールカウンセラーとして 142中学校区（小学校 294校、中

学校 142 校）及び県立学校 36 校に配置を進めます。また、社会福祉等の関係機関とのネット

ワークを活用して援助を行うスクールソーシャルワーカーを効果的に派遣します。 

 

⑲学びの環境づくり支援事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ２５，７２４千円 → （27） ２５，７２４千円 

事業概要：暴力行為やいじめ、不登校などの課題がある 15 中学校区（小学校 44 校、中学校 15 校）に

おいて、子どもの学びを保障するための環境づくりを推進していくため、中学校区を単位とし

てスクールカウンセラーを配置し、連携・継続した教育相談体制の充実・活性化を図ります。 

 

⑳すべての子どもが輝く学校づくり支援事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ５，４１５千円 → （27） ２，５１１千円 

事業概要：子どもたちが自らつながり合い、問題を解決していく力を育成するため、児童生徒の実態把

握をもとに課題を洗い出し、実態に応じた対策、その効果分析などのＰＤＣＡサイクルを実施

し、集団づくりに取り組む組織体制を構築することにより、安全・安心な学校づくりを進めま

す。 

 

 

 

 

 



㉑（一部新）インターネット社会を生き抜く力の育成事業 

【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：（26） ４，６７２千円 → （27） ８，０４５千円 

事業概要：小中学校を対象とした「ネット検定」の結果に基づいた指導をすることで、児童生徒の情報

モラルの向上と倫理観の育成、情報リスクの理解等を向上させます。さらに、ネット利用のル

ール等について議論する「高校生サミット」を開催し、ネット社会を生き抜く力の育成を推進

します。また、全公立学校を対象としたネットの検索、監視等を継続します。 

 

㉒学びを保障するネットワークづくり事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

  当初予算額：(26) １０，４２５千円 → (27) ６，９３４千円 

事業概要：教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情や学習意欲の向上を図るため、いじめな

どの背景にある課題を解決し、未然に防止するための地域連携の仕組みとして「子ども支援ネ

ットワーク」を構築します。また、「子ども支援ネットワーク」構築の要となる「子ども支援

ネットワークづくり」推進教員を、実践的場面や研修会・交流会等をとおして育成します。 

  

㉓高等学校等進学支援事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10 款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

当初予算額：(26) ５２３，２６１千円 → (27) ４９９，５７１千円 

事業概要：経済的な理由により、高等学校又は高等専門学校における修学が困難な生徒に対し、奨学金

を貸与します。 

 

㉔（新）がんの教育総合推進事業【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 

（第 10款 教育費 第７項 保健体育費 １保健体育総務費） 

  当初予算額：（26）   ０千円 →  (27)   ７８１千円  

  事業概要：児童の発達段階に応じたがんに関する理解を深めるため、関係機関の有識者からなる「が 

んに関する教育協議会」を設置し、教材の利活用の検討や指導方法の検証を行うとともに、 

専門医等を学校に派遣し、出前授業を実施します。 

 
  

㉕私立高等学校等振興補助金【基本事業名：22105  私学教育の振興】 

（第 10款 教育費 第８項 私学振興費 １私学振興費） 

当初予算額：（26） ４，７６２，４２１千円 → （27） ２，８５７，４５３千円 

事業概要：公教育の一翼を担っている私立学校（小・中・高等学校）において、建学の精神に基づく個

性豊かで多様な教育が推進されるとともに、児童生徒の修学上の経済的負担の軽減を図るため、

経常的経費への支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 



 

㉖私立幼稚園振興等補助金【基本事業名：22105  私学教育の振興】 

（第 10款 教育費 第９項 私立幼稚園費 １私立幼稚園費）  

当初予算額：（26） １，９３０，５８５千円 → （27） １，１５８，６１９千円 

事業概要：私立幼稚園において、個性豊かで多様な教育が推進されるとともに、園児の就園に係る経 

済的負担の軽減を図るため、私立幼稚園の経常的経費への支援を行います。 

 

 

 

健康福祉部 


